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1. 概要 

本研究は、COI-NEXT炭素耕作によるカーボンネガティブ社

会の実現を目指す拠点構築事業において、図1に示す課題5の

社会的受容性の評価手法を開発する。 

化石資源の利用により大気中に放出された膨大な二酸化炭

素を吸収できるのは光合成しかない。しかし、農業や林業な

どの光合成で固定される炭素は一部しか有効に利用されず、

ほとんどは呼吸や燃焼により再び大気中に放出されている。

本拠点では、固定された炭素を有効に利用・貯留すること

で、化石資源の利用を削減するとともに、大気中の二酸化炭

素を吸収することを炭素耕作と位置づけている。 

 
図1 プロジェクト構成図 

循環の新しい価値の創プロジェクト 
出 

2. 実施内容 
① 地域の持続性を左右する制約条件の明確化 

2023年度は、炭素耕作社会を実現すべく、その技術要素が革

新的技術として地域社会への実装が可能であるかを検討し、そ

の技術の社会受容性を向上させる要素として、地域の持続性を

左右する制約条件の明確化を行った。 

 
図2 社会的受容性の評価手法開発における2023年度実施内容 

具体的な地域として、2023年度は福島浜通り地域と青森県弘

前地域をモデルとして現状の分析を行った。 

 

 
図3 本拠点におけるモデル地域 

 

 本年度は、統計情報を中心にモデルとなる地域のバイオマスの生産

量ポテンシャルの数値化を行った。 

 
また、これらの数値データを基にモデル地域における社会成熟度

（SRL）、拠点の研究開発状況を技術成熟度（TRL）（それぞれ内閣府

の定義による）をプロットし、研究開発状況の社会実装への段階を視

覚的に示した。 

 
図4福島県浜通り・青森県中南地域における本拠点の実装レベル 

 

 
② フィールドワークの実施内容 

1. 福島県富岡町における実習農場

での開発品種田植え・地域バイ

オマス産業視察フィールドワー

ク及びワークショップ参加 

 

2. 沖縄県竹富町西表島での稲作

状況及びあいがもロボット実

験状況視察・地域泡盛産業と

の連携可能性調査 
 

 

3. 青森県弘前市・弘前大学での拠点会議

参加・成果報告 

 

 

 
 

 

3. 総括 

大きな社会変革のためには、まず第一歩として地域の課題

抽出、それを解決していく積み上げ型の循環をデザインする

ことが重要である。本年度はそのベースとなる地域資源の状

況を把握することができた。次年度以降に向けては、社会実

装に向けた価値の循環モデル構築を試行的に実施する予定で

ある。 
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■SDGs

ビジョン：炭素耕作によるカーボンネガティブ社会の実現

■ターゲット

ターゲット4
炭素耕作で生成する温室効果ガ
ス削減と廃棄物処理技術の確立

ターゲット2
炭素耕作による

材料開発技術の確立

ターゲット1
炭素耕作型農林業の確立

ターゲット3
炭素耕作による

燃料生産技術の確立

ターゲット5
炭素耕作を

受容する社会の実現

カーボンネガティブの限界に挑戦する炭素耕作拠点

課題1：持続可能な炭素
耕作技術の開発

• 目標2（3年目）
木質系バイオマス新種の効率的
育種技術の開発

• 目標3（5年目）
海洋藻類のCO2固定量の２倍以
上向上

• PoC目標
設定したバイオマス生産効率の試
験区、ラボスケール実証

• 課題目標
実証地域・パイロットプラントの基
本設計の完了、コスト構造の明確
化

課題2：素耕作による材
料開発技術の開発

• 目標7（3年目）
ターゲットバイオマス全構成成分の
うち50%以上の利用システムのラ
ボレベル実証

• 目標8（5年目）
ターゲットバイオマス全構成成分の
うち70%以上の利用システムのラ
ボレベル実証

• 目標9（PoC目標、6年目）
単位面積当たりの年間収益 約
3,000万円/ha以上の試験区で
の実証

• 目標10（課題目標、8年目）
単位面積当たりの年間収益の
実証地域での実証

課題3：炭素耕作による
燃料生産技術の開発

• 目標11（3年目)
技術融合による高効率バイオマス
変換複合システムの設定

• 目標12（6年目）
液体燃料及び水素製造の基盤
技術の確立

• 目標3（PoC目標、8年目）
液体燃料コスト（120円/L）に
必要なバイオマス変換プロセスの
技術実証

• 目標14（課題目標、10年目）
水素コスト（20円/Nm3）に必
要なバイオマス変換プロセスの技
術実証

課題4：炭素耕作で生成
する温室効果ガス削減と
廃棄物処理技術の開発

• 目標16（4年目）
メタン発酵残渣と炭化物の利用と
水管理の融合による水田からのメ
タン排出削減技術及び微生物タ
ンパク質のバイオプロセス開発

• 目標17（PoC目標、6年目）
メタン発酵及びメタン排出削減の
鍵となる活性の高い微生物を5種
以上同定、窒素・リン吸着剤を2
種類以上開発

• 目標18（課題目標、8年目）
地域内の地産地消を達成可能な、
メタン収量300 N-m3/t-
Volatile Solids達成、微生物タ
ンパク質産生能力0.1 g-タンパク
質/L/day達成

課題5：社会的受容性の
評価手法開発

• 目標19（1年目)
各開発要素の社会受容性の分
析と新しい価値指標の設計

• 目標20（5年目）
CTの活用による価値マネジメント
技術開発

• 目標21（PoC目標、年目）
アジアにおける社会受容性の分析
と価値指標の共有、連携モデルの
提案

• 目標22（課題目標、8年目）
複数の製品の生産、流通や資源
回収等をモデルとしたマネジメント
体系の確立と一部社会実装

■研究開発課題

「プロジェクト」
の活動範囲

社会的受容性

プラネタリーバウンダリーに基づく
多様な価値の評価手法開発

社会に受容される技術の
新しい価値の要素の明確化

②

技術を活かすための周辺技術
社会技術のデザイン

炭素循環型社会のための
新しい技術デザイン

③

地域循環共生圏に基づく
生産と技術の組み上げと
循環スキームの構築

地域の持続性を左右する
制約条件の明確化

①

食の安全保障

環境保全

地域再生
産業創出

防災減災

高付加価値化

カーボンネガティブ実現の
社会実装を加速

個別技術開発では進まない
バイオマス技術の社会実装

最初のステップとして、地域の統計情報を利用したプロファイリングに
よって、地域資源の状況を把握する。
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燃料代替活用

非可食バイオマス
福島浜通りモデル

木質バイオマス
青森弘前モデル

藻類バイオマス
東京湾里海モデル

サプライチェーンモデル構築

炭素の固定

廃棄物の削減

燃料供給

環境・景観の維持

海への栄養塩流出

酪農との資源循環

新素材開発肥料

食糧の確保

里地・里山
府中総合モデル

生者 加工 流通 消費

府中を中核に地域をつなぐ共創モデル
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非可食バイオマス
福島浜通りモデル

木質バイオマス
青森弘前モデル

藻類バイオマス
東京湾里海モデル

里地・里山
府中総合モデル

福島浜通り

青森弘前

東京湾

府中エリア

地
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公開された統計などの基礎情報から地域の特性や資源量を算出

帰還率90％の広野町、帰還率42％の楢葉町は作付が比較的維持。
福島しろはとファーム主導による甘藷栽培が拡大している。

富岡町は集約農地から転用されたメガソーラーがあるこ
とで、太陽光導入量が最も多い。浪江町も同様である。

農地の状況 再エネ導入状況

人口減少が進む我が国の
集約型土地利用モデル

50km圏内からバイオマスを集積する
コンパクトな集約モデル

栄養塩の循環も含めて循環をとらえる
里地・里山・里海循環モデル

消費者参加の
サプライチェーン集約モデル

大量生産・消費などマスの議論ではなく、積み上げ型の議論を行う。
その際、地域の枠組みを数値的に明確にした議論をする。

カーボンネガティブを想定しバイオマスの生産量ポテンシャルを数値化

数値的根拠

フルスケール・最終実証

パイロットスケール・初期実証

小型スケール・研究開発

ラボスケール・研究開発
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福島
米（食糧）

福島
米（マテリアル）

福島
籾殻・稲わら

福島
木質バイオマス

青森
籾殻（発電）

青森
稲わら

青森
木質バイオマス
（マテリアル）


